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　実際の申請・承認のルールを策定するた
めの検討ポイントは次のとおりです。

　テレワークを実施する場合は、テレ
ワーク実施の申請と承認を「テレワーク
制度の利用許可」「テレワーク勤務の実
施許可」の2段階に分けることで、柔軟に
利用しやすくなります。 
 まず最初はテレワーク勤務を希望する
労働者が、テレワーク制度の利用を申請
します。その際には自宅のテレワーク実
施環境や、情報セキュリティ知識などの
確認を同時に済ませておくのが一般的
です。 
 こうすることで、会社は、制度利用希望
者の数や、準備が必要な貸与機器の台
数などを把握することができます。 
 次に、制度利用許可を得ている労働者
がテレワークの実施を申請します。すで
に実施環境などのチェックは済んでいる
ため、簡単な申請のみで大丈夫です。利

用のたびごとに複雑な申請手続きを必
要とせず、メールや口頭での申請、ある
いはカレンダーや勤務シフト表への記載
だけでテレワークを実施することができ
ます。 

 実際の申請・承認のルールを策定する
ための検討ポイントは次のとおりです。 
【制度利用申請時】
①誰が/誰に/何を使って申請をするのか。
②承認条件は何か
【テレワーク実施申請時】 
①誰が/誰に/いつまでに/何を使って申
請をするのか。 
②承認条件は何か
＜例＞ 
［労働者］が［部長］に 
申請書（専用書類）で申告する  
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 テレワーク時には、勤務者がオフィスか
ら離れて仕事をするため、勤怠管理（＝
労働時間の管理）をどのように行うのか、
あらかじめその方法を決めておくことが
必要です。具体的には労働者の始業、終
業時間の報告やその記録方法を定めて
おきます。 
　通常の労働時間制度に基づきテレ
ワークを行う場合、使用者は「労働時間
の適正な把握のために使用者が講ずべ
き措置に関するガイドライン」(平成29年
策定)に基づき、適切に労働時間管理を

行う必要があります。 
　同ガイドラインでは、原則として使用者
による現認、もしくはタイムカード、ＩＣ
カード、PCの使用時間などの客観的な
記録で労働時間を把握することを求め
ています。やむを得ず労働者の自己申告
によって把握をする場合は、ガイドライン
の十分な説明の実施やＰＣの使用時間
など実態調査の実施、適正な自己申告
を阻害するような措置を設けない、など
の対策をする必要があります。 

　「勤怠管理ソフト」には、単に労働時間
を記録するだけでなく、プラスアルファの
機能のついたものがいろいろあります。 
 たとえば休暇管理、シフト管理など広く
働き方全般にかかわる機能。給与計算、
人事管理、雇用契約管理、労働者のコン
ディションやモチベーション管理といっ
た人事業務に対応した機能。さらには経
費精算、ワークフローのほか、予実管理、
各種アラートや集計・統計など多様な機

能を持つソフトもあります。 
　ほかには、就業中のPCのデスクトップ
画面をランダムに記録し、労働者の仕事ぶ
りを見える化するようなソフトもあります。 
　価格や利用可能なデバイスなどの条
件のほかに、自社ではどんな機能を必要
とするのかを検討し、適切なソフトを選
択しましょう。ほとんどのソフトは無料試
用期間がありますので、実際に試してみ
るのも お勧めです。 



 

2  

3  

 

  

 

 

 

PC

 

 

  

 

2.  

1  

 

 

 テレワーク時には、勤務者がオフィスか
ら離れて仕事をするため、勤怠管理（＝
労働時間の管理）をどのように行うのか、
あらかじめその方法を決めておくことが
必要です。具体的には労働者の始業、終
業時間の報告やその記録方法を定めて
おきます。 
　通常の労働時間制度に基づきテレ
ワークを行う場合、使用者は「労働時間
の適正な把握のために使用者が講ずべ
き措置に関するガイドライン」(平成29年
策定)に基づき、適切に労働時間管理を

行う必要があります。 
　同ガイドラインでは、原則として使用者
による現認、もしくはタイムカード、ＩＣ
カード、PCの使用時間などの客観的な
記録で労働時間を把握することを求め
ています。やむを得ず労働者の自己申告
によって把握をする場合は、ガイドライン
の十分な説明の実施やＰＣの使用時間
など実態調査の実施、適正な自己申告
を阻害するような措置を設けない、など
の対策をする必要があります。 

　「勤怠管理ソフト」には、単に労働時間
を記録するだけでなく、プラスアルファの
機能のついたものがいろいろあります。 
 たとえば休暇管理、シフト管理など広く
働き方全般にかかわる機能。給与計算、
人事管理、雇用契約管理、労働者のコン
ディションやモチベーション管理といっ
た人事業務に対応した機能。さらには経
費精算、ワークフローのほか、予実管理、
各種アラートや集計・統計など多様な機

能を持つソフトもあります。 
　ほかには、就業中のPCのデスクトップ
画面をランダムに記録し、労働者の仕事ぶ
りを見える化するようなソフトもあります。 
　価格や利用可能なデバイスなどの条
件のほかに、自社ではどんな機能を必要
とするのかを検討し、適切なソフトを選
択しましょう。ほとんどのソフトは無料試
用期間がありますので、実際に試してみ
るのも お勧めです。 



 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

     

 

MF fr

eee

akerun

 

PC

IC

LINE Slack

  
 

PC

 

     
 

 

     × 3  

    ×  

 ×  × 1  4  

 × ×  × × 

      

 ×     

 × × × × × 

(1 ) 300  200  300  1000 2  300  

1)   2)10   3)   4) 2020 12  

 

3.  

1  

 

PC  

 

 BYOD Bring Your 

Own Device

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

     

 

MF fr

eee

akerun

 

PC

IC

LINE Slack

  
 

PC

 

     
 

 

     × 3  

    ×  

 ×  × 1  4  

 × ×  × × 

      

 ×     

 × × × × × 

(1 ) 300  200  300  1000 2  300  

1)   2)10   3)   4) 2020 12  

 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

     

 

MF fr

eee

akerun

 

PC

IC

LINE Slack

  
 

PC

 

     
 

 

     × 3  

    ×  

 ×  × 1  4  

 × ×  × × 

      

 ×     

 × × × × × 

(1 ) 300  200  300  1000 2  300  

1)   2)10   3)   4) 2020 12  

　労働基準法第89条では、労働者に食費、
作業用品その他を負担させる場合、それ
について就業規則に記載する必要がある
と定めています。従ってテレワーク時の通
信費や光熱費などを労働者に負担させる
場合は、「在宅勤務時の水道光熱費、通信
費等は労働者の自己負担とする」のように、
就業規則やテレワーク勤務規程に明記し
ます。一般的にテレワークの頻度が週２日
以下の場合、在宅勤務時の光熱費等は労
働者の自己負担とする場合も見られます。

しかし、テレワークの頻度が週３日以上と
なる場合は、「在宅勤務手当」のような形で
会社が一定の額を支払う場合が増えてき
ています。最近は、テレワークの頻度が高
い労働者には自宅のテレワーク環境整備
のための一時金（チェアやデスクの購入費
など）を支給する企業も出てきています。 
　労働者が納得して働けるよう、費用負
担については労使で話し合い、テレワー
クをする労働者にも周知しておくことが大
切です。 


